







Dynamics Model of Urban Structure System 
Used on System Dynamics 
Yoshiaki HONDA*， Seishiro NASU栄養
( Received Feb.7，1987 ) 
This paper is attempt to make a " Dynamics Model " 
to understand behavior of complicated urban structure 
system. 
At first， four sectors through the observation 
of real system， and variables for the each sector 
are selected. Secondly， Flow Diagrams and Structural 
Equations are made. Thirdly， examination of significance 
for the model is carried. 
Finally， dynamic behavior of urban structure system 






















































































上昇は， 自動車貨物の発送，到着量を決定するプラス要因となっている O 表-4に交通セクターの
変数リストを示す。
4 
表 2 経済活動セクターの変数リスト表-1 土地利用セクターの変数リスト
名 |分 額|ヂィメンジョン | l-数[人Lイド変数 人/年
|定 数 l ディメンジ三ンなし
|レイド変数( 人/年
定 数 ディメンジョンな L
J イ?、萱数人/包



























! P ! :'-1 転入人口




P 1 R 1 1 転入事噌加
TOT 1転出テープル




























QWR 1 I第 1"'..骨.生産性輔世串 I!屠 敵 |ヂィメンジ畢ンなし



























KGR I建積寮労働生産性増加車 I!畢 撤 |ヂィメンジ調ン(;:し
QGR 1建極集労.生直性揖少車 |乗 敵 1ヂィメンジョンなし
WOP 1篇2"'.寮占有車 !定 敵 lヂィメンジ豆ンなし
WP3 I第 3i!t車損労.生直性 |レベル置数| 千円/人
KW3 I・3111..労.生轟性増加 |レイト賓数| 手円/人/年
QW3 1 第 3i!t直.労.生産性臓世 |レイト夜費量 l乎円/人/年
KWR31 第 3!l<重量骨働生産性増加車 1;飛 散 |ヂィメンジaンなし




















NE 1 1 .1'"量規事揮所叡
NE2 I篇2'"量指事虫所.




















定 数 |千イメンジョンな L
定 型 l千ィメンジョンなし
レヘ iレ変数 1 ri 
レイド変数| ぱ/年
レノト変数 Irri/年
定 数 !ディメンジョンな L
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??????????????????











































Y AT 1 1商事地魅』度増加 レイド賓融 1 1/年



















































OE 1 1 1第 1l'!o(産業雇用者所得配分車 |定 数 |ヂィメンジョンなし
OEIMI 製造量雇用者所得配分離 |定 数 1ヂィメンジョンなし
OEIGI 露頭車雇用者所得配分議 |定 数 |ディメンジョンなし
o E13 i第3""重量雇用者所得配分率 |定 敵 |ディメンジzンなし
MPIMI 財産所得の伸び率 I:a< 敵 |ヂィメンジョンなL
LE N 1 1 第 1>:1<産型企量所樽 l補助費撤 | 千円/年
LEN21 第2>:1<直型企業所得 |補助聖撤 ! 千円/年
LEN31 第3""重量企軍所帯 |補助費撒 l 千円/年
LENMI 劃造量企軍所得 |補助費敷 l 千円/年
LE:-lGI 建設型企量所帯 |補助聖教 j 千円/年
LER11 第 1""重量企業所得率 |定 数 iディメンジョンなし
LERMI 盟通量企軍所得率 |定 数 |ヂィメンジョンなし
LE且 GI 建盟業企業所得皐 |定 数 ィメンジョンなし
LER31 第3炭壷畢企業所得率 |定 数 |ヂィメンジョンなし
upp I控除車 l定 数 !ヂィメンジヨーノなし
C r" p 1 1人当り市長所得 |補助変数 | 千円/人ノ年
C I:-l I 1人当り市民所掃の悼び事 |補助変費量 | ディメンジョンなし
E:-lIRI 企業所揮の伸び率 |補助変数 | ディメンジョンなし
5 
表-3 財政セクターの変数リスト 表-4 交通セクターの変数リスト
記号 変数名 |分 煙|ヂィメンジョン 記号 変数名 分煙 ヂィメンジョン
ARE 議入 補助変数 l予阿/年 TRA 国鉄乗車人員 レベル変数 人
GAE 一般財源 補助変数 千円/年 TRAI 国鉄乗車人員増加 レイト変数 人/年
TAX 市税 補助変数 千円/年 TRAD 国鉄乗車人員瀦少 レイト変撒 人/年
CITA 市民視 補助変数 千円/年 TIR 国鉄乗車人員増加率 乗数 ディメンジョンなし
I"TA 個人税 補助変数 千円/年 TDR 国鉄乗車人員減少事 乗数 ディメンジョンなし
JCTλ 法人税 持昔助変数 手 ，"U主 MKK 国鉄乗車人員増加乗数 ディメンジョンなし
I~TR 雇用者所得の課税率 定 敬 ディメンジョンなし
JUTR 企業所得の繰税率 定数 ディメンジョンなし
山 |国鍍乗車人知朗 乗数 ヂィメンジョンな L
IMKIl 旅客の国鉄分担車の伸び車 補助変数 .ディメンジョンなし
FPTA 国定費産税 補助変数 千円/年 BH 自動車旅客人員 レベノレ変数 人
FPTR 固定資産税の伸び率 定 費量 ディメンジョンなし BHI 自動車旅客人員増加 レイト変数 人/年
LCTA 地方趨与硯 補助変数 千円/年 BHD 自動車旅客人員減少 レイト変徴 人/年
LGTA 地方受付税 補助変数 千円/年 BHIR 自動車線客人員噌加率 乗敵 ヂィメンジョンなし
LCTR 地方譲与税の伸び事 定 費量 ヂィメンジzンなし BHDR 自動車旅客人員減少車 乗殿 ディメンジョンなし
LGTR 地方交付税の伸び車 定数 ディメンジョンなし MCK 自動車旅客人員増加乗撒 乗 費量 ディメンジョンなL
G"PX 国庫県支出金 補助変数 千円/年 MCQ 自動車旅客人員誠少乗費量 乗撤 ディメンジョンなL
REGN 経常的支出に対する国庫県支出金 補助変数 千円/年 MCIl 宣告客の自動車分担車の伸ぴ車 補助変数 ディメンジョンなし
INGN 投資的支出に対する国庫県支出金 補助変数 千円/年 HOLC 自動車登録台費量 繍助変数 台/年
REGR 経常的支出に対する国庫県支出金比 定撤 ディメンジョンなし HOR 自動車保有車 補助変数 台/人
I:>IGR 投資的支出に対する国庫県支出金比 定数 ディメンジョンなL HCRI 自動車保有率の伸び率 補助変数 ディメンジaンなし
CIDE 市債 繍助変数 千円/年 HIW 高速道路利用台数 レベル蜜撒 台
CIDR 市債の伸び率 定数 ヂィメンジョンな L HIWI 高速道路利用台撒噌加 レイト変数 台/年
AREO その他の鍾入 補助変撤 千円/年 HIWD 高速道路利用台敵減少 レイト変数 台/年
MAR 1人当りその他の銀入 定数 千円/人 HIR 高速道路利用台数増加串 景撤 ヂィメンジ.!IンなL
AEX 歳出 補助変数 干円/年 HDR 高速道路利用台般紙少串 乗 書世 ヂィメンジaンなし
REX 経常的支出 補助変数 千円/年 SOF 国鉄貨物発送量 レベル変敵 トン
PEX 人件費 補助変数 千円/年 SOFI 国鉄貨物発送量増加 レイト賓敵 トン/年
PEXP 1人当り人件費 定数 千円/人 SOFD 国鉄貨物発送量圏直少 レイト変撒 トン/年
URE その他の経常的支出 補助変数 千円/年 SFIR 国鉄貨物発送量増加皐 乗徹 ディメンジョンなし
MUR 1人当りその他の経常的支出 定数 千円/人 SFDR 国鉄貨物発送量誠少車 乗数 ディメンジョンなし
GIN 役資的支出 補助変数 千円/年 MDK 国鉄貨物発送量増加乗敵 乗 費量 ディメンジョンなし
INVL 生活基盤投資 補助変数 千円/年 MDQ 国鉄貨物発送量減少乗数 乗敵 ディメンジョンなし
INVI 産業基量密資 情助変数 千円/年 MKI2 貨物発送の固蝕分担率の伸び事 補助費数 ヂィメンジョンなし
ILPT 1人当り生活基盤投棄 定撤 千円/人 BN 自動車貨物発送量 レベル変鍬 トン
11 PT l人当り産業基盤設費 定撤 千円/人 BNI 自動車貨物発送量増加 レイト蜜費量 トン/年
AEXO その他の歳出 補助変数 千円/年 BND 自動車貨物発送量減少 レイト トン/年
UAE その他の創出車 定数 ディメンジョンなし BNIR 自動車貨物発送量増加車 乗撤 ディメンジョンなし
GAR 設費的財源 補助産叡 千円/年 BNDR 自動車貨物発送量減少率 乗数 ディメンジョンなし
DOF 行政需要テーブル 柵助変数 ディメンジョンなし MRK 自動車貨物発送量増加乗数 業数 ディメンジョンなし
VLI 生活.盤援貨の伸び事 補助蜜敵 ヂィメンジョンなし MRQ 自動車貨物発送量減少乗敵 乗数 ヂィメンジョン，:tL
VII 査察基盤控賓の伸び事 補助憂. ヂィメンジョンなし MC 12 貨物発送の自動車分担率の伸び事 補助変数 ディメンゾヨンなし
GIR 役質的支出串 繍助蜜散 ディメンジョンなし
IPP 市内情生産当り車購基盤設費指敵 補助嚢撤 ディメンジョンなし
LPP l人当り生活.盤s:w捕撤 補助.. ヂィメンジョンなし
ARF 国鉄貨物到着量 レベル変数 ドン
ARFI 園鉄貨物到着量増加 lレイ明| ドン/年
ARFD 園鉄貨物到着量減少 レイト変数 トン/年
AFIR 国鉄貨物到着量糟加率 乗 費量 ヂィメンジョンなし
AFDR 国鉄貨物到着量圏直少車 乗数 ディメンジョンなし
MEK 国鉄貨物到着量増加乗数 乗骸 ディメンジョンなし
MEQ 国鉄貨物到着量減少乗数 乗数 ディメンジョンなし
MK 13 貨物到着の国鉄分担率の伸び事 補助変費量 ディメンジョンな L
BM 自動車貨物到着量 トン
BMI 自動車貨物到着量増加 レイト変数 トン/年
BMD 自動車貨物到着量減少 レイト変数 トン/年
BMIR 自動車貨物到着量増加率 乗数 ディメンジョンなし
BMDR 自動車貨物到着量減少車 乗数 ディメンジョンなし
MFK 自動車貨物到着量増加乗撒 乗数 ヂィメンジョンなし
MFQ 自動車貨物到着量揖少乗撤 乗敵 ディメンジョンなし
MCI3 貨物到着の自動車分担率の伸び事 補助変数 ヂィメンジョンなし
POT 時間毘躍ポテンシャル子ープル 補助変数 ヂィメンジzンな L
TPT 交通施設盤情テープJレ 補助変数 ディメンジsンなし
U:>I 貨物発送量 補助変数 トン/年
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d) 交通セクター(図ー 6) 


















図-5 財政セクター・フロー・ダイヤグラム I 











































l 函倒 l ¥ 
iilu百二回










・出生人口 = 前期信人口 X 畠生率
-死亡人口 = 前期総人口 X 死亡率
・転入人口 = 前期億人口 × 転入車
・舷出人口 = 前賠総人口 X 転出事
転入車 = 転入テーブル X 転入車糟加
・転出車 = 転出テーブル X 転出事蹟少
[定撤 1
・出生率 ・死亡率 ・転入テーブル ・転出テーブル
〈従業者系〉
'.事業所従業者敵 = 総人口 × 従業率
・第1次産業事業所従業者費量 = 修事業所従集者数 X 第1次産業労働配分事
'M2/J1:産業事難所従業者慰 = 趣事業所従業者数 X 第Z次盗難労働配分車
・鱒3/J1:産業事業所従業者撤 = 総事難所従業者数 X 第3次産業労働配分事
・製造業事業所従業者微 = 総事業所従業者徹 X 袈造業労働配分皐





・宅地面噴 = 前期宅地面積 + 宅地面積噌加
・宅地面積増加 = 宅地必要面積 + 属地から宅地への転用面積
+ 山林原野から宅地への転用面積
・宅地必要面積 = 世帯豊富増加 X 単位世帯当り宅地面積
・世帯数増加 = 世帯敵一 前期世帯数






































































年 実.・ 槍It値 規隻 I!I差車(%) I 
46 217708 217708 D 
47 221375 221535 160 
48 224984 225074 90 0.040 
49 227705 228309 604 0.265 
50 230560 231225 665 0.288 
51 233183 233894 711 0.305 
52 235081 235562 481 0.205 
53 236812 237255 443 0.187 
54 238801 239064 263 0.110 
55 240767 240697 -70 
--00..0022771 l 




















46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56年度{昭和}
表-7 シミュレーション結果雇用者所得
{億円}
年 英樹値 組計値 '直 畳 規登寧{叫}
46 自50.706 957.254 -6.548 3.536 
47 1039.788 1070.626 30.838 2.966 
48 1153.905 1125.769 -28.136 -2.438 
49 1475.933 1357.347 -118.586 -8.035 
SO 1626.247 1420.479 -205.768 -12.653 
51 1661.851 1511.526 ー150.324 -9.046 
52 1956.970 1829.427 -127.543 -6.517 
53 2222.215 2079.209 -143.006 -6.435 
S4 2304.498 2144.720 -159.778 -6.933 
55 2424.188 2442.573 18.385 0.158 

















































































50 51 52 53 54 55 56年度{昭和}46 47 48 49 
。
に高い適合度を示している。これ
年 .値 抱Jt値 慢 差 規益・{首) 1 
46 6808778 6853505 H727 0.657 
47 6959423 6959950 527 0.008 
48 7101017 7119146 18129 0.255 
49 6274245 6146707 ー 127538 -2.033 
50 6665406 6732023 66617 0.999 
51 6452557 6319590 -72967 -1.131 
52 6043625 6066569 22944 0.380 
53 5804830 5190751 -14079 -0.243 
54 5518653 5547807 29154 0.528 
55 5340769 5335050 -5719 -0.107 






年 実厳値 櫓計値 " 量 痩最車(%)46 108.929 108.389 -0.540 -0.496 
47 137.501 130.876 -6.625 -4.818 
48 176.102 161.079 -15.623 -8.841 
49 215.039 195.532 -19.506 -9.071 
50 233.433 220.403 -13.030 -5.582 
51 242.115 230.181 ー 11.934 -4.929 
52 275.791 255.511 -20.280 -7.353 
53 328.003 308.634 -19.369 -5.905 
54 363.612 348.809 -14.803 -4.011 
55 407.800 387.803 情 19.997 -4.904 















































年度 ケー ス 1 ケー ス2
57 244055 244055 
58 246190 246190 
59 248647 248647 
60 251442 251442 
61 254592 254592 
62 258117 258117 
63 262085 262085 
64 266506 266506 
65 271407 271580 
66 276820 277177 
67 282781 286193 
68 289329 296443 
69 296509 308079 
70 304370 321049 
71 312969 336740 
72 322367 355696 
73 332635 373413 
74 343850 393881 
75 356101 417539 
表-11 総従業者数の推計
{人)
年度 ケー ス1 ケー ス2
57 146921 146921 
58 148206 148206 
59 149685 149685 
60 151368 151368 
61 153264 153264 
62 155386 155386 
63 157775 157775 
64 160437 160437 
65 163387 163491 
66 166646 166861 
67 170234 172288 
68 174176 178459 
69 178498 185464 
70 183231 193271 
71 188407 202717 
72 194065 214129 
73 200246 224795 
74 206998 237116 
75 214373 251358 
表-12 雇用者所得の推計
(億円)
年度 ケー ス1 ケー ス2
57 3014.863 3014.863 
58 3344.264 3344.264 
59 3714.811 3714.811 
60 4131.581 4131. 581 
61 4602.266 4602.266 
62 5145.198 5145.200 
63 5758.170 5758.170 
64 6452.595 6452.593 
65 7242.045 7246.502 
66 8140.920 8251.407 
67 9165.896 9419.668 
68 10335.895 10790.136 
69 11672.000 12402.212 
70 13198.820 14293.256 
71 14943.396 16588.570 
72 16936.417 19111.813 
73 19211.837 22071.404 
74 21807.148 25562.744 




















































年度 ケー ス 1 ケー ス2
57 458.173 458.173 
58 497.292 497.292 
59 541.799 541.799 
60 593.376 593.376 
61 655.073 654.721 
62 736.318 735.581 
63 827.259 831.439 
64 932.007 日42.817
65 1052.831 1074.107 
66 1192.378 1317.598 
67 1353.830 1560.562 
68 1540.944 1871.097 
59 1758.115 2271.181 
70 2010.564 2782.620 
71 2304.304 3415.473 
72 2646.310 3419.725 
73 3044.488 4090.340 
74 3507.709 4875.082 














年度 ケー ス1 ケー ス2
57 5038192 5038192 
58 4934729 4934729 
59 4852438 4852438 
60 4786728 4786728 
61 4623381 4623381 
62 4495262 4495262 
63 4394106 4394106 
64 4313811 4313811 
65 4249799 4249799 
66 4198589 4198589 
67 4157505 4157505 
68 4124469 4124469 
69 4097856 4097856 
70 4076384 4255702 
71 4059039 4384358 
72 4045014 4488218 
73 4033664 4571423 
74 4024473 4637678 
L空 4017027 4690185 
指 根 インパクト量 インパクト率(%)
槍人口 61438 (人) 17.253 
纏従業者数 36985 (人) 17.253 
製造業従業者数 3133 (人) 8.067 
建授業従業者数 8050 (人) 24.800 
第 3次産業従業者費量 256目3 (人) 18.041 
宅地面積 86.588 (10xha) 16.915 
地 鏑 3841.163 (憶円) 15.782 
市内純生産 7937.758 (億円) 20.128 
製造業純生産 1447.126 (億円) 9.378 
建被業純生産 3095.007 (億円} 51.149 
第 3次産業純生産 3351.724 (億円) 18.860 
市民所得 6270.014 (億円) 15.973 
扇用者所得 4930.337 (億円) 19.910 
企業所樽 1339.709 (億円) 20.974 
樟事業所数 13552 (箇所) 22.035 
製造業事業所数 659 (箇所) 9.385 
建設業事業所数 4157 (箇所} 51.480 
第3次産業事業所数 8639 (箇所) 18.859 
企業進出魅力度 3.150 68.553 
商業地魅力度 0.729 43.445 
福祉水準 0.0 
叢 入 1732.509 (槽円) 42.824 
市 税 199.578 (鑑円) 6.239 
個人税 132.627 (償問) 19.910 
法人税 233.517 (億円) 20.974 
議 出 595.095 (億円) 17.841 
経常的支出 83.755 (億円) 17.253 
生活基鐘投資 215.686 (健円) 17.253 
産業基量投資 266.050 (億円) 17.253 
園鉄乗車人員 673158 (人) 16.758 
自動車貨物発送量 5822.399 (千トン) 47‘264 
貨物発送量 5822.399 (千トン) 46.972 
自動車旅客人員 327361 (人) 4.205 




おいても立証されたといえる o Lかしながら F 本研究
は，システム・ダイナミックス適用モデノレの第 1段階的研究であり，改善すべき点が多く残されて
いる O そこで今後の課題を記述しまとめとする O
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